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のパターンを指摘する先行研究の知見と整合的
であった。次節では，この職務経験の幅が能力
開発にどのような効果をもたらしているのかを
具体的な能力指標との関係から検証する。

Ⅳ　能力開発における職務経験の効果

この節では，Ⅲ節で概観した職務経験の幅が
技術者の職務遂行能力にどのような影響を及ぼ
すのかを検証する。具体的な検証仮説は，Ⅱ節
における⑵と⑶である。これら仮説の検証の前
に，本研究における技術者の職務遂行能力の指
標について説明し，それを用いて多変量解析に
よる分析を実施する。

₁ ．職務遂行能力の定義
ここでは，同じデータを用いて技術者の職務

別 の 職 務 遂 行 能 力 の 特 徴 を 検 討 し た 宮 本
（2009，2010）と同様の方法で技術者の職務遂
行能力を定義する。まずこの技術者に対する調

査では，職務遂行にあたって必要とされる20の
能力・特性の主観的な保有状況について聞いて
いる設問がある。20の能力・特性とは，「専門
的・理論的知識」，「論理的思考力」，「独創的発
想力」，「問題把握力」「問題解決力」，「企画立
案力」，「企業戦略の意識」，「コスト意識」，「顧
客意識」，「リーダーシップ」，「対外折衝力」，

「人材育成意識」，「向上心」，「持久力」，「挑戦
意欲」，「責任感」，「自己管理」，「協調性」，「傾
聴力」，および「意思疎通力」であり，知的能
力から，仕事に対する態度や考え方など内容が
多岐にわたっている。調査では，これら能力・
特性の保有について“十分備えている”から

“不足している”度合いを 5 段階で評価するよ
うに求めている。したがって，利用データは客
観的な保有を示すものではなく，実際には保有
に関する技術者個人の主観であることに注意が
必要である。

これら20の能力・特性を個別に分析するより
も内容の近い，もしくは関係性の深いものでま

図 ₁　職務間移動の傾向

　　注）実線に太さは，移動傾向の強さを示す。
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とめ，職務遂行能力の特徴を絞り込むほうが結
果の解釈が明確になると思われる。それゆえ，
まずデータから技術者の職務遂行能力の特徴を
抽出するために主成分分析を実施した。分析結
果から職務遂行能力の 4 つの特徴を抽出するこ
とができた（表 5 参照）12）。抽出された第 1 成
分は，「論理的思考力」，「問題解決力」，「問題
把握力」，「専門的・理論的知識」，「独創的発想
力」そして「企画立案力」の影響が強いことか
ら「知的能力」と呼ぶことにする。また第 2 成
分は「企業戦略の意識」，「コスト意識」，「顧客
意識」，「リーダーシップ」，「人材育成意識」そ
して「対外折衝力」，第 3 成分は「向上心」，「持
久力」，「挑戦意欲」，「責任感」そして「自己管
理」，最後に第 4 成分は「協調性」，「傾聴力」
そして「意思疎通力」から構成されることか
ら，それぞれ「管理者特性」，「前向き性向」，

そして「協調的性向」と呼ぶことにする13）。
なお経済産業省が提唱する社会人基礎力は，

12の能力要素が「考え抜く力（①課題発見力，
②計画力，③創造力）」，「前に踏み出す力（④
主体性，⑤働きかけ力，⑥実行力），そして

「チームで働く力（⑦発信力，⑧傾聴力，⑨柔
軟性，⑩情況把握力，⑪規律性，⑫ストレスコ
ントロール力）」の 3 つの能力を構成するとし
ている。これら 3 つの能力は，本研究の職務遂
行能力の 4 つと同じではないが，たとえば「知
的能力」は「考え抜く力」，「前向き性向」は「前
に踏み出す力」，そして「協調的性向」は「チー
ムで働く力」とそれぞれ重なる部分があり，関
係が深いものととらえられよう。

このように技術者の職務遂行能力を 4 つの特
徴に分類したが，その中でも職務経験の幅は不
確実性に対するスキルを向上させ，それは問題

12）20の能力・特性の基本統計量は付表 2 を参照。 13）こうした特徴づけの詳細については宮本（2009）を参照。

注）Kaiserの正規化を伴うバリマックス法

表 ₅　主成分分析の結果（回転後の成分行列）
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把握・解決力や意思疎通力と関係していると考
えられる。つまり第 1 成分の「知的能力」や第
4 成分の「協調的性向」の向上に効果があるこ
とが予想される。また，これ以外の職務遂行能
力の特徴とはどのような関係にあるのかを次項
で検討していこう。

2 ．職務経験効果の分析
ここでは前項で抽出した 4 つの成分のオブ

ジェクトスコアを被説明変数とする重回帰分析
（OLS）と，問題発見力，問題解決力，そして
意思疎通（コミュニケーション）力の 3 つを被
説明変数とするオーダード・ロジットモデルに
よる二つの分析を行う。また説明変数は，性
別，学歴，採用形態，勤続年数，入社直後の職
種，企業属性（設立年，規模）そして過去の経
験した職務の数（職務経験の幅）を用いる14）。

まず 4 つの成分と職務遂行能力との関係につ
いての分析を表 6 に示した。また被説明変数
は，能力・特性の保有について， 1 が最も保有
し， 5 が最も保有していないという回答設定で
あるため，そこから算出されるオブジェクトス
コアは値が小さいほど能力が高いことを意味す
る。したがって各説明変数が負の符合であれば
能力向上に寄与することとなる。この点を踏ま
えて，職務経験の幅の効果を見て行こう。まず

「知的能力」に対しては統計的に有意な負の値
を取り，当初の予測通り，この職務遂行能力を
高める効果が確認できた。そのほかの特徴に対
しては，「管理者特性」を向上させるが，「前向
き性向」や「協調的性向」に対しては効果が検
出されなかった。特に後者はモデルの妥当性自
体が低く，この分析で利用した説明変数とは異
なる要因によって規定されていることが示唆さ
れ，当初の予想と整合的な結果は得られなかっ
た。

そのほかの変数の効果をみてみると，まず女
性の標本数が全体の 5 ％程度と少ないという問
題はあるが， 4 つすべての職務遂行能力の特徴

に有意な影響を及ぼし，男性に比べて「知的能
力」と「管理者特性」は劣る傾向にある一方
で，「前向き性向」や「協調的性向」は優れて
いることが示された。次に，学歴や中途採用は

「知的能力」や「管理者特性」を高める効果が
みられたが，残りの特徴には影響を及ぼしてい
ない。さらに勤続年数は「知的能力」と「管理
者特性」を高めるが，「前向き性向」を低める
効果が表れた。入社直後の職務についてはとり
たてて特徴的な差異は見られない。

以上の分析結果から，職務遂行能力において
「知的能力」や「管理者特性」は学校教育や企
業内外での経験によって開発される傾向があ
り，「前向き性向」や「協調的性向」は資質や
性格的な側面であるため，学校や企業において
高められる傾向が弱いことが示唆される。

最後に，社会人として仕事を行う上で重要視
されている個別の能力・特性，ここでは問題把
握力，問題解決力，そして意思疎通力に対する
職務経験の幅の効果をみていこう（表 7 参
照）。問題把握・解決力に関しては先の「知的
能力」とほぼ同様の結果が得られた。ただし意
思疎通力を含む「協調的性向」では効果がみら
れなかったが，意思疎通力のみで関係づけると
職務経験の幅が広がるほどコミュニケーション
能力が高まることが示された。

Ⅴ　まとめ

本研究は，電機・電子・情報関連産業の技術
者の個票データを利用して，過去の職務経験は
従業員の能力向上に寄与しているのか，また，
寄与しているならば，どのような能力を向上さ
せるのかを検証してきた。分析から得られた主
な知見は以下の通りである。

まず日本の当該産業における技術者は，入社
後に配属される担当職務によって社内における
キャリア形成が異なり，とりわけ開発・設計に
配属されたものは職務間移動を伴う職務経験の
幅が狭い。一方，研究系の職務に配属されたも
のは相対的に移動が行われる傾向にあり，その14）各変数の記述統計量は巻末の付表1を参照。
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結果，職務経験の幅も広がりやすい。ただし，
いずれの職務であっても基本的な職務間移動は
大きく内容がかい離した職務へ移動するのでは
なく，内容的に関連性の高い職務へ移動するパ
ターンが見いだせた。次に，こうした職務経験
の幅は不確実性に対処するための問題把握力や
問題解決力を向上させるとともに，それらを含
む「知的能力」を全体的に高める効果が示唆さ
れ，これまでの先行研究が明らかにしてきた，
職務間を移動することで蓄積してきた職務経験
は仕事上の不確実性に対するスキルを高めると
いう事実は，技術者においても成立しているこ
とが示唆される。この結果は，OJT等による幅
広く職務経験を積ませることは企業が訓練シス
テムを変化させてきた今日においても依然とし
て効果的であることを示している。

最後に，本研究には多くの課題が残されてい
る。その一端を述べ，今後の方向性を示してお
く。まず職務経験の広がりは，コミュニケー
ション力を高めるが，協調性等を含めた「協調
的性向」には効果がみられなかった。この点は
分析モデルの妥当性に疑義があり，モデル構築
から再検討の必要がある。次に，開発・設計と
いう職務に従事した経験をもつ技術者が極めて
多いことが示されたことに関連して，配属され
る要員が多いことは職務の範囲が他の職務より
も広い可能性があることを示唆する。つまり開
発・設計の職務内には他の職務が経験する職務
間移動と同等の職務内移動が存在するというこ
とである。この点について，実態の把握や別
途，研究・開発における職務範囲や職務経験を
どのようにとらえるかを検討する必要があろ
う。また，技術者には，一般社員クラスや管理
職クラスが存在するが，本研究では一般社員ク
ラスの実態を見るにとどまっている。昇進や昇
格による職責の違い，つまり職務経験の縦も考
慮して検討することでより詳しい技術者の能力
開発の実態を把握することができる。最後に，
本研究では職務遂行能力について主観的な指標
を用いて検討を行ったが，より厳密には，職務
遂行能力を客観的に測る指標や，もしくはアウ

トプットとの関係を検討することで主観的指標
の結果をサポートする必要があろう。これらは
今後の研究の方向性を示すものである。
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付表 ₂　記述統計量 ₂


